
{𝛿(𝑡)} ~ {𝑋} ∙ 𝜀(𝑡) 
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多層鉄筋コンクリート造骨組の地震応答実験を通した等価 1自由度系縮約の考察と減衰の評価
 

 

1.背景と目的 

 2000 年に, 建築物の地震時の応答加速度と共に, 応答変

位も評価する限界耐力計算法が建築基準法に定められた. 

この評価法は建物全体の構造特性を示す 1 自由度系の性能

曲線とその減衰特性に応じる地震応答スペクトルとの対比

によって応答値を推定するものである.したがって,建物全

体の減衰特性を適切に評価することもこの方法の重要なポ

イントである. 

 本研究では,実大骨組を試験体としての E-Defense から得

られた地震応答データより,等価 1自由度系縮約し,減衰定数

を算定し,構造形式や層数,接合部条件,固有モード等の観点

から考察・定量評価を行うことを目的としている. 

２．実験と試験体概要 

 本研究では,現行の耐震基準に従い,同じ方針で設計され

た 4層と 10層と特別な接合部の 10層 RC造骨組（図 1）を

試験体とし,JMA-Kobe原波（図 2）の 25%,50%,100%の振幅

倍率を入力波とした 2010/12,2015/12,2019/01 に行われた E-

Defense 実験を対象にした.図 3 は 2019-10RC の 1 階加速度

と層間変位時刻歴 

を示す. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．モードの特定 

 実験値から固有振動モードの特定には,3つの手法を用い

比較した.顕著な違いがなかった.ただし,節 4 の手法は合理

的な説明・証明がある上,動的データより 1自由度系への縮

約における代表変位及び代表加速度の算出式もあるため,

本研究ではこの手法を選択し実験分析を行った. 

4．滝澤が提案し壁谷澤が展開した手法 

 この手法は,多質点系の地震応答時の複雑な振動モード

{𝛿(𝑡)}に変形分布が最も近い平均的な一定振動モード

{𝑋} 𝜀(𝑡)（式 1）を,両者の差の 2乗累積和𝐸（式 2）を最小に

する問題解決によって,定める手法である. 

 

𝐸 = ∫ [{𝛿(𝑡)} − {𝑋} 𝜀(𝑡)]𝑇[𝑚][{𝛿(𝑡)} − {𝑋}𝜀(𝑡)]𝑑𝑡
𝑡1

𝑡0

 

式 2を展開し上記の条件を適用すると,𝜀(𝑡)が 
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の一般固有値問題の最大固有値に対する固有ベクトル{𝑢1}

という最適解が得られた.それらの解により, 

 

 

となる.応答時刻歴から求まったモードを除いた残余分（式

６）に同じ,最小 2乗条件を適用することで,高次モード（式

７）が抽出できる. 

 

 

 

 

特定結果を図４に示す. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. １自由度系の等価質量と等価高さ 

 多質点系の地震応答時のベースシアや転倒モーメントを

表現し得る１自由度系を考える時,等価質量 �̅�𝑠 （図 5）と等

価高さ �̅�𝑠 （図 5）は以下のように定義される. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
𝜀(𝑡) =

{𝑋}𝑇[𝑚]{𝛿(𝑡)}

{𝑋}𝑇[𝑚]{𝑋}
 

{δ(t)} ~ 
{ u1 }T[m]{δ(t)}

{ u1 }T[m]{ u1 }
 { u1 }  

図 2  Kobe波形 

図 1 骨組み試験体 

図 6 等価質量と等価高さ(左：壁,右：フレーム) 
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[𝑅] = ∫ {𝛿(𝑡)} {𝛿(𝑡)}𝑇𝑑𝑡
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図 4 モード形状 

図 5 1自由度系縮約 

1次,壁 1次,フレーム 

2次,フレーム 2次,壁 

2010-4RC 

2015-10RC 

2019-10RC 

図 3 2019-10RC 1階 Accと Dis時刻歴 
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6. １自由度系の応答履歴 

 また式 7をさらに書き換えると, 

 

 

 

 

 

はそれぞれ,刺激関数と 1自由度系の代表変位に相当する. 

{α(t)} を各層の層水平力時刻歴とすると,1 質点系の代表加

速度は式 12となる. 

 

 

 地震動応答スペクトルと共に,1次と 2次代表変位 𝑆𝑑1,2 と代

表加速度 𝑆𝑎1,2 の応答履歴を図 8に示す. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7．履歴減衰の評価 

（１）各サイクルの履歴減衰 hc: 各応答履歴サイクルの減 

衰性能を表す値で,式 13により求める.また,本研究では,最大

応答変位が生じる時の骨組の減衰能力を見るため,最大応答

変位が生じるサイクルを対象にした. 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）平均等価減衰 hs: 応答終了までの入力地震動と等価

な仕事をなす弾塑性系より置き換えた等価な弾性系の減衰

で,式 14より求める. 

             ここで, 

             𝑦0̈ : 地震動加速度 [m/s2]    

             �̇�  : 1質点系速度 [m/s] 

             ωe  : 等価円振動数 [rad/s] 

 RC 構造骨組みの最大塑性率と hsの関係式については以

前より下式が評価式として示されている. 

h = 𝛾1{1 − 1/√𝜇} + ℎ0    (15) ここで 𝛾1 = 0.20, ℎ0 = 0.02 

 また現行基準及び性能評価指針によると,𝛾1 = 0.25, ℎ0 =

0.05 と設定される. 

 また,等価高さの 1/100と 1/200の変位に基づき,バイリニ

アを仮定し,塑性率を算出した.評価式と共に,算出結果の hs

を図 10, hcを図 11 に示す.図中のプロットは表 1 のように

なっています. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８. まとめ 

 過去に実施された,3 棟の多層鉄筋コンクリート造骨組の

振動台実験の共同研究として,地震波を受けて弾塑性応答す

る実験結果を分析した.構造形式や層数,固有モード等の観

点から考察・定量評価を行った. 
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図 8 フレーム方向応答履歴 

図 7 壁方向応答履歴 
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図 9  ∆W と𝑊𝑒の算定 
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表 1 図 10,図 11におけるプロット 
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 図 10 平均等価減衰 hs 
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図 11 履歴減衰 hc 
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